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ような様々な限界がある国家間関係の中で，如何にして確保していくかという難しさ
は，どうしても出てきます。また，民主主義の原理は多数決だと言われることもあり
ますが，その多数派の意思決定の中で如何に少数派の意思を汲み取っていくのか。先
ほど申しました，大国同士の対話の中にどのようにして小国の意思を反映していくの
かという課題も，まだ残っているといわねばなりません。
　人道的な観点といいますか，「こうあるべきだ」という規範的な立場と，私が本日お
話してきた諸国家が国益を追求する厳しい国際政治の中での対話の難しさとのギャッ
プをどうやって埋めるか，ということを私も考えているのですが，なかなか上手くい
きません。それで，「両者を結び付けるのは困難であり，リアリスティックに国益を追
求すればよい。国家にとって安全保障が第一であり，国を失うと重大な被害が生まれ，
また戦争になったら大変な損害が出るため，常に最悪のケースを想定しておくべき
だ」というような意見が強まったりもするわけですけれども，しかしそうした厳しい
中でも，本日ご紹介したような様々な外交政策における対話の試みが，限界を持ちな
がらも一定の成果を挙げてきた。その対話を一回限りにせずに積み重ねていくことで
関係を構築していくことの重要性を指摘しておきたいと思います。
　以上で私からの報告を終わらせて頂きます。ご清聴ありがとうございました。（拍
手）
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森 川 幸 一（専修大学法学部教授・法学部長／国際法）
　森川でございます。私は国際法を専攻しております。国際法の中には，国家が武力
の行使に訴えるのを可能な限り規制することを目的とする国際安全保障の分野があり
ます。もっとも武力に訴えるのを規制するとはいっても，実際には国家間でいまだに
武力紛争が絶えないわけです。そのため武力紛争になった時にそれを可能な限り合理
化・人道化することを目的とする国際人道法という分野もあり，それらが私の専門分
野ということになります。こういうと，「お前は戦争を対象にして食っているのか」と
言われそうですけれども，実際には，武力紛争にならないようにするにはどうしたら
よいかという問題が国際法の主要な問題意識であります。本日の妹尾先生のお話の最
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初にもありましたように，国家というもの
は国益を追求する。その過程で様々なコン
フリクトが起こります。そのコンフリクト
を国家が武力で解決することは，20世紀初
頭までは国際法上も認められていました。
その後，第一次世界大戦，第二次世界大戦
を経て，それが次第に規制されるようにな
ってきました。国家間の紛争が発生した時
にも，それを平和的に解決するための手段
もいろいろ発展してきております。
　本日，暉峻先生の方からお話がありまし
た対話について申しますと，暉峻先生はそこで幾つかの要素をご指摘になりました。
第一に，「対話は上下関係ではなく対等な人間関係の下での相互性のある話し方であ
る」と仰いました。国際関係つまり国家間の関係に関して言いますと，対等な当事者
間での対話が前提とされています。もちろん，国力による差はあるとはいえ，それぞ
れが主権国家である以上は，それぞれが対等な扱いを受けます。第二に，「対話は意図
的な結論を押し付けて，勝ち負けを決めたりするのではなく，その中から新しいアイ
デアや創造的な思想を引きだす」ということですが，これは国家間の話し合いの中に
は当然含まれているだろうと思います。第三に，「主観や感情も含めた全人格を伴っ
た生身の身体で応答し合う自由な対話の場」ということですが，それはまさに交渉を
する主体の力量に掛かっているということに他なりません。おそらく，成功した交渉
はそういう指導者同士による対話から生まれたのだろうと思います。そういう意味で，
本日，暉峻先生のお話の主題であった対話を，国際関係の場に引き付けて考えること
は十分に可能であると考えます。
　国際関係における対話というのは，先ほどの妹尾先生のご報告にありましたように，
外交交渉がこれに該当します。外交交渉には二つの側面があります。一つには新しい
ルールを生み出していくための交渉です。国際社会は国内と違いまして，議会で法律
を作って公布するというのではなく，国家間で話し合いをしながらルール自体を作っ
ていく，そのための交渉があります。例えばTPP交渉などはまさにそのようなルール
作りのための交渉でした。もう一つは，本日の妹尾先生のお話にも出てきました，国
家間で意見の対立が生じた時に ― 実際，色々な場面でそれが生じるわけですが―
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その対立を解消する，解決するための交渉という側面です。
　交渉以外にも，武力を用いないで意見の対立を解消する仕組みはいろいろあります。
当事者間で話し合いをしていると，どうしても両者の力関係の差が結果をある程度左
右してしまう。そこに第三国が関与することによってパワーバランスを変えて結論を
導き出そうとする方法があります。第三国による関与の程度が最も低いのが周旋
good officesというものです。例えば日本と北朝鮮との間に拉致問題が起こった時，
日本と北朝鮮との間には国交がありませんので，直接話し合いをすることすら出来な
かったのです。ではどうしたかと申しますと，中国がどちらの国とも国交があるので，
中国が周旋をして，日本と北朝鮮との話し合いのテーブルを用意しました。これが関
与のレヴェルが最も低い例です。その次に，仲介mediationというのがあります。こ
れは，第三国が話の中身にまで入っていきます。本来は当事者間の話し合いで解決す
べき問題であっても，その解決が難しい時には，第三者が関わることで当事者間の話
し合いだけでは見えないような解決の糸口を見つけようとします。例えば，国連であ
ればそこの機関である事務総長がそういう役割を果たすことがありますし，国連の安
全保障理事会がそのような役割を果たすこともあります。国際関係では，事実につい
て争いがあって，事実認識が双方で食い違っているという場合があります。その場合，
事実はいったいどうだったのかということを客観的な第三者機関によって明らかにし
てもらう，ということがあります。これが審査inquiryというやり方です。更に，もう
少し高次の解決方法としては，法的な拘束力を持つ決定を下すことが出来る仲裁裁判
というのもあります。中国とフィリピンとの間で南シナ海の問題をめぐって仲裁裁定
が出ましたね。中国はそれには拘束されないと言ってはいますが，それに従うことが
義務とされておりますから，国際社会ではそのこと自体が中国にとって非常にマイナ
スに働いています。それから，常設の裁判所で行われる司法裁判の形もあります。例
えば日本がオーストラリアから調査捕鯨をめぐって訴えられて敗れたわけですけれど
も，日本はこれに従うといいました。こういう司法裁判も紛争解決の仕組みといえま
す。ただ，本日お話するのは，当事者間で話し合いをして解決する交渉についてです。
これが，紛争解決の最も基本的な枠組みです。裁判に行くにしても，そもそもどこに
その争点があるのかを特定しないことには，裁判所としても解決のしようがありませ
んから，そのように争点を特定する意味でも，外交交渉はすべての紛争解決の前提と
なります。また，仮に裁判にいっても，それで全てが終わるわけではなくて，裁判所
の判決を受けて，そこから新たな外交交渉が始まることもあります。このような意味
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で，外交交渉としての対話は国際関係を律していくうえでも非常に重要な役割を果た
しているということが出来ます。
　ただし，多くの場合，相手を外交交渉の場に引っ張り出してくること自体が大変だ
ったりします。暉峻先生のお話にも出てきました，現在のその核開発が問題となって
いる北朝鮮の問題がその例です。北朝鮮の核開発問題は，そもそも 1994 年に北朝鮮
が国際原子力機関（IAEA)からの脱退を宣言したことに遡ります。北朝鮮は核不拡散条約
（NPT）の当事国なのですが，そこに入りますと，IAEAからの査察を受けなくてはな
りません。北朝鮮はそれに協力しなかった。もちろんNPTに入っても平和的な核開
発を続ける権利はあるのですが，北朝鮮はどうもそれを軍事的に転用しているらしい
ということで，IAEAの査察をめぐって対立が生じ，北朝鮮がそこからの脱退を宣言
しました。これを何とかしなければならないということで，アメリカの代表団が北朝
鮮に入ります。この時，最初は外交交渉で一定の解決をみました。アメリカはちょう
どクリントン政権の時で，カーター元大統領を特使として送って交渉したのです。核
兵器開発に繋がらないような軽水炉型の原子炉を提供するから，核兵器開発を中断し
なさい，そうすれば，当時アメリカが続けていた経済制裁を段階的に解除していくと
いうところで妥協が成立したのです。ところが，アメリカ国内では，共和党が政権を
取ったことで，まさに妹尾先生がお話になった「北朝鮮に対する宥和政策じゃないか」
という批判が起き，アメリカの経済制裁の解除が進まなくなります。そうしたことが
北朝鮮を本格的な核兵器開発へと追いやってしまいました。現状は今報道されている
とおりだと思いますけれども，アメリカはトランプ政権になってから，軍事力の行使
も辞さないという強硬な姿勢を取っています。北朝鮮を交渉のテーブルにつけるには，
軍事力による脅しをかけ続けるしかない，ということです。経済制裁を強化していま
すが，経済制裁だけではなかなか引っ張り出せないとなると，現在北朝鮮にある核関
連施設を，軍事力を使って全部潰すということが，アメリカの政権内部でオプション
の一つとしては考慮されているといわれています。日本政府も，北朝鮮に核開発を止
めさせるためには，最後にはどこかで交渉に持ち込まなくてはならないにしても，そ
こに持ち込むためには圧力が大事だと言っています。しかし，圧力をかけることでど
うやって交渉に持ち込むのか，その見通しが何も無く，ただ無闇に圧力，圧力と言っ
ているだけでは。必ず限界があるわけです。この冬季（平昌）オリンピックの間に北
朝鮮は韓国との交渉を提案し，韓国はこれに応じました。これに対してアメリカや日
本は，韓国の対応はいわば宥和政策だ，北朝鮮の策略に乗せられないようにと韓国に
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圧力をかけているわけです。
　妹尾先生のご報告にもありましたが，外交交渉における対話を制約する要因になっ
ているのはまさにこの宥和政策への批判です。妹尾先生のお話は北朝鮮への対応を考
える場合にも非常に示唆に富むものであったと思います。圧力一辺倒の政策をアメリ
カや日本が取っている現状で，北朝鮮への圧力ではなく対話を重視するというふうに
いうと，「それは北朝鮮への宥和政策だ，北朝鮮を利するだけだ」という批判が必ず出
てくるに違いありません。妹尾先生が取り上げられたブラントの東方政策，東西冷戦
の中での緊張緩和を目指し，宥和政策だという批判を受けながらも一定の成功をみた，
その要因がどこにあったのかということをもう少しお話頂ければと思います。冷戦下
のドイツでの，歴史から得られた教訓が，現在の北朝鮮の情勢についても何かヒント
を与えてくれるのではないかと思うのですが，いかがでしょうか。
妹尾： ご質問ありがとうございます。ブラントはその政策をどのような目的に沿って進め
ようとしていたのかというところが一つのポイントになってくるのかなと思います。外交
交渉を進める中で，相手方の最終的な目的は何かを見定める必要があります。先ほど最大限
要求という話をしましたけれども，最低限の要求といいますか，「これだけは譲れない」とい
う要求がどこにあるのかを押えておくことも重要です11）。ブラントの場合，「鉄のカーテン」
によって分断されている戦後ヨーロッパの国境線を認めること，すなわち共産主義体制を認
めること，それが東側諸国の要求の最低限のところにあるのではないかと考えました。他方，
西ドイツの首相としてブラントは，一旦は東側のそういった体制を認めはするけれども，長
期的には東側との関係を良くしていく中で，段階的にヨーロッパとドイツの分断を克服する，
再統一を目指す，その最終目標のための手段としてこの東方政策が必要なのだということを，
国民に訴えました。そのことが，国内において彼の東方政策への支持が徐々に定着していく
一つの要因になったのかなと思っております。
森川：ありがとうございました。
渡邊：フロアの方々との対話については，後で時間を設けることにしたいと思います。妹尾
先生，森川先生，ありがとうございました。（拍手）
11） この点については，ローレン／クレイグ／ジョージ・前掲注 3）182−187頁。
